
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

計 17

18

19

20

21

1 22

2 23

3 24

4 25

5 26

6 27

7 28

8 29

9 30

10 31

11 32

12 33

13 34

14 35

15 36

16 37

17 38

18 39

19 40

20 41

21 42

22 43

23 44

24 45

25 46

26 47

27 48

28 49

29 50

30 51

31 52

32 53

33 54

34 55

35 56

計 57

58

関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円） 59

60

61

1 62

2 63

3 64

4 65

5 66

6 67

7 68

8 69

9 70

10 71

11 72

12 73

13 74

14 75

15 76

16 77

17 78

18 79

19 80

20 81

計 82

計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

15

分譲宅地造成事業会計 1 11 ▲ 10 ▲ 10

7 4 －

－ 210 －

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

－ － －3,946 ▲ 3

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

会計事務集中管理事業会計 1,858 1,858 0 -

平成23年度 鳥取県三朝町

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支

一般会計 4,527 4,461 66

4 31三朝町土地開発公社 －

46 グリーンサービス

－

実質赤字額

一般会計等（純計） 6,387 6,330 57 36 3,946

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

-

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

会計名
総収益
（歳入）

－

－ － －

－

備考

50

－

3850

－37 36 109

後期高齢者医療事業会計 81 81

国民健康保険事業会計 901 851

介護保険事業会計 869 832

11.857

簡易水道事業会計 34 32

国民宿舎事業会計 286 337 730 －▲ 51

0 0

▲ 34

－－32

水道事業会計 119 116 3 － 法適用企業189 －

72

163 －

法適用企業

28 28 0 0

2

法非適用企業－

法非適用企業集落排水処理事業会計 93 - 90493 0 72

98 － － 法非適用企業

下水道事業会計 324

温泉配湯事業会計 －9－

324 0 - 170 1,910 1,249 － 法非適用企業

841 －

244公営企業会計等

連結実質赤字額

-

備考

3,813

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

2,089

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

左のうち
一般会計等
負担見込額

企業債
（地方債）
現在高

鳥取県町村消防災害補償組合一般会計 79 77 3 3 ‒

2,991 2,949 42 9 ‒

鳥取県町村職員退職手当組合 2,962 2,017 946 946

1,681

鳥取県町村消防災害補償組合退職手当積立金特別会計 0 0 0 0 ‒ ‒

鳥取県中部ふるさと広域連合一般会計

‒ ‒

‒

鳥取県中部ふるさと広域連合交通災害共済特別事業 50 49 1 1 ‒ ‒

‒

61

‒ ‒

‒ ‒

‒ ‒

‒

鳥取県中部ふるさと広域連合市町村圏振興事業特別会計 266 254 11 5 3

鳥取県後期高齢者医療広域連合特別会計 70,881 70,734 147 147 787

258 258 ‒ 0 41

10 4 210

‒ ‒鳥取県後期高齢者医療広域連合一般会計

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

平成23年度

-83.6

債務負担行為に基づく支出予定額 -

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成21年度

-

-

- -

-

-

-

- --

一般会計等に係る地方債の現在高 

平成22年度

一部事務組合等

分母比

1,112

平成22年度 平成23年度平成21年度

61

区分

4

分母比

地方公社・第三セクター等

1,681

平成22年度

-

- -

- -

-

-

-

3,946,190

平成23年度

損失補償・債務保証の履行に係るもの

PFI事業に係るもの

2,189,045

784,336 31.4 地方公務員等共済組合に係るもの

分母比 内訳

158.0

債
務
負
担
行
為

平成21年度

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

4,346,599 4,158,279

依頼土地の買い戻しに係るもの--

-

-

- -

- - いわゆる五省協定等に係るもの - -

629,429 25.2

-

公営企業債等繰入見込額 

設立法人等の負債額等負担見込額 

2,415,349-

組合等負担等見込額 

退職手当負担見込額 1,008,325

-

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

72

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） -

一時借入金の利子

-

47,449 38,336

連結実質赤字額 

-

60,526

-

972,354

68,220108,7888.4

10,302 0.4

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - -

元利償還金 696,342 634,923

準
元
利
償
還
金

減債基金積立不足算定額 - -

-

2,089,482

2.4

国営土地改良事業に係るもの -

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 226,082 215,154 209,893

-

内訳 平成21年度

組合等連結実質赤字額負担見込額 

7,879,061 7,387,898

(Ａ) 969,945合計

平成23年度

-- - - - - -

分母比

888,456 849,624

平成22年度

将来負担額

- -43

-

-

- -

-

-

-

- --- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの

-

- --(Ｅ) 6,880,534

充当可能基金 

引き受けた債務の履行に係るもの

-

50.0

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - -

- 充当可能特定歳入 74,863 1,325,929

充当可能
財源等

(Ｆ) 6,419,738

基準財政需要額算入見込額 
企業債等

繰入見込額

下水道事業会計3.0

6,672,084

4,766,448 190.8

-

1,520,147

将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 61.0 36.2 8.3-

6,480,727

94,670 88,851

4,953,236 840,565集落排水処理事業会計 895,202 33.6

-1,371,832 1,525,989 1,830,773 73.3 その他上記に準ずるもの

863,1164,865,887

1,248,917

-

- -

温泉配湯事業会計 - - - -

-

- - -

-

実質赤字比率 - 15.00 20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 -

土地開発公社に係る将来負担額

--

-

- -

-

-

- ---

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - -

その他の会計

簡易水道事業会計

-
公社・

三セク等
健全化判断比率

-

-

その他上記に準ずるもの - - - -

引き受けた債務の履行に係るもの - -

-

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - -

地方公務員等共済組合に係るもの - - -

- -

(Ｃ)－(Ｄ)

特定財源の額 (Ｂ) 19,401 19,688 19,239

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - -

利子補給に係るもの -

いわゆる五省協定等に係るもの - -

2,997,474 実質公債費比率

連結実質赤字比率

- - -

- 20.00 30.00

地方道路公社に係る将来負担額

15.2 25.0 35.0

平成23年度 早期健全化基準 財政再生基準

算入公債費等の額 (Ｄ) 526,275 501,671

標準財政規模 (Ｃ) 2,915,603 3,003,555

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 17.8 14.7

(3ヵ年平均) 19.2 17.1 15.2

13.3

2,389,328 2,501,884 2,498,280

499,194 将来負担比率 8.3 350.0
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